許せぬ―戦争する国への第一歩
　　　　―安倍首相、集団的自衛権容認を約束―
大阪平和委員会　会長　　橋本　敦
一　集団的自衛権は戦争する国への道
去る二月の日米首脳会談で、安倍首相は日米同盟の「完全復活」をとなえ、オバマ米大統領に「日米同盟はわが国外交の基軸だ。集団的自衛権の行使容認に向けて憲法解釈の見直しにとりくむ」と約束した。そもそも、憲法をまもる義務と責任がある首相（憲法99条）が、憲法違反の集団的自衛権の行使を米大統領に約束するなど、断じて許せない。
その集団的自衛権とは、日本が武力攻撃をされていないのに、同盟国であるアメリカが戦争に入れば、これに協力して日本も戦争に参加するというものである。
この集団的自衛権を認めようとする自民党の「国家安全保障基本法案」の第10条では「我が国と密接な関係にある国に対して武力攻撃が発生した事態に対してわが国は自衛権を行使」できるとしている。
しかし、この集団的自衛権は、明らかに戦争を放棄しているわが憲法９条に違反する。だから、政府も法制局もこれまでは、憲法９条の下では認められないと言明してきたのである。
一九七二年一〇月一四日、政府は参議院決算委員会で、集団的自衛権についての政府見解を「資料」という文書で次のように示している。
「わが憲法の下で、武力行使を行うことが許されるのは、わが国に対する急迫、不正の侵害に対処する場合に限られるのであって、したがって、他国に加えられた武力攻撃を阻止することをその内容とするいわゆる集団的自衛権の行使は、憲法上許されないといわざるを得ない。」
ところが、安倍首相は、オバマ大統領にこの従来の政府の憲法解釈を変更すると約束したのである。
こうして、集団的自衛権を認めることは、まさに憲法９条の改正を待たずして、憲法を踏み破り、アメリカの目下の同盟軍となって戦争する国日本を実現しようとするもので、断じて許せない。

二　日本を戦争する国にするアメリカの要求
実は、日本に集団的自衛権を認めさせることは、日米安保体制下のアメリカの要求として早くから日本に押しつけられていたのである。
すでに二〇〇〇年には、アメリカの国防次官補アーミテージの「米国と日本の熟成したパートナーシップに向けて」という報告書で、
「日本が集団的自衛権を禁止していることは、日米の同盟間の協力にとって重大な制約となっている。この禁止条項を取り払い、そのことでより密接で効果的な日米安全保障協力ができる」「憲法法九条は日米同盟の邪魔ものだ」とはっきり言っている。
ラムズフェルド国防長官も、二〇〇五年二月の日米安全保障協議委員会で「日米の平和のための協力活動は、血を流してこそ本来の目的につながる尊いものになる」と驚くべき発言をした。
このアメリカの要求に屈従して、日本も戦争する国となり、世界のどこであれ、アメリカの戦争に参加して「血を流す」。これが安保体制下の日米同盟の本質であると言うのであり、その実現の第一歩が、まさにこの日本の集団的自衛権なのである。

三　許せない憲法９条の「死文化」
このように、今、安倍首相が強く進めようとしている集団的自衛権の承認は、平和憲法９条をじゅうりんし、憲法改正を待たずしてこれを「死文化」させるものであり、絶対に許せない。
　　こうして、平和をまもるたたかいは、今まさに風雲急を告げ、われわれにとって大切な憲法９条が集団的自衛権の承認によって死文化されようとして、今日、重大な局面を迎えている。
　　今こそ、われわれ平和委員会は、日本をアメリカとともに戦争する国に変える集団的自衛権を断じて許さず、平和と戦争をしない国日本をまもりぬく国民的たたかいの先頭に立って奮闘しよう。
